
様式４

国土交通省

平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

0117 3,746 3,746 3,741 抜本的改善
他の土地評価制度との関係を整理した上
で、標準地の地点数の絞り込みを行い、
より効率的に事業を執行すべき。

3,741 3,363 ▲378 ▲378 縮減
現行26,000地点から10％以上の削減を行う。更
に、外部有識者による委員会を設置し、制度面
のあり方まで含めた抜本的な検討を行う。

0137 2,847 2,908 1,084 一部改善

特殊地下壕の全体像を把握した上で、計
画的に対応すべき。また、事業が進まな
い原因を検討し、事業実施方法を工夫す
べき。危険箇所の情報の開示のあり方を
検討すべき。

400 400 - - 執行等改善

・対策が必要な特殊地下壕の全体像を明らかに
するとともに、平成２８年度までに人命に関わ
るものは埋め戻し事業を完了し、それ以外のも
のについては最低限の安全を確保するという観
点で地方公共団体に年次計画を策定させる。対
策が必要な特殊地下壕の全体像と、そのうち平
成25年度に対策を講ずるものを把握し概算要求
に反映させ、年度内には特殊地下壕の状況に応
じた対策の年次計画策定を完了する。
・人命に関わることから埋め戻しの対応を行う
ものと、入口の閉鎖等の措置で対応するものと
に仕分け、対応にメリハリをつけることを基本
として事業実施方策等の検討を行う。
・周辺住民の安全確保や事業促進の観点から特
殊地下壕の詳細位置等の情報公開、周辺小中学
校、自治会への周知など情報伝達を含めて情報
開示の方法を検討する。

0165 2,011 3,351 3,342 抜本的改善

河川管理施設の状況をデータベースの整
備も含め適切に把握すべき。その上で、
優先順位や採択の基準を明確にして事業
を実施すべき。

5,000 4,639 ▲361 - 執行等改善

・河川管理施設の状況を適切に把握するため、
来年度中の運用を目標として、河川管理施設の
台帳を含む河川維持管理データベースの作成を
進める。
・作成を進めているデータベースのデータを活
用し、採択基準を明らかにした上で、災害発生
時の影響や改良の緊急性等により具体的な優先
順位を明確化する。

※1

0213 217,335 237,785 237,177 一部改善

維持修繕費用の将来推計を適切に行い、
データの開示等に取り組むべき。一者応
札について更なる改善を行い、競争性向
上にしっかりと取り組むべき。

215,788 222,288 6,500 - 執行等改善

維持修繕費用の将来推計に関しては、地方公共
団体管理分も含めた社会資本について、実態を
把握した上で維持管理・更新費用の将来推計を
実施することとしており、年度内には推計結果
を公表する予定。
一者応札の更なる改善に関しては、２４年度に
入札に参加しなかった企業に対して課題等を把
握する調査を実施したところであり、この結果
を基に、技術者の実績要件を緩和するなど、２
５年度の発注に際して具体的な改善策を講ずる
予定。

0254 200 200 182 廃止

政策目的と手段の整合を図った上で、ゼ
ロベースで事業自体のあり方を考え直す
べき。あらためて既存ストックの有効活
用の観点から必要な事業があれば長期優
良住宅とは別の仕組みとして実施すべ
き。

200 - ▲200 ▲200 廃止

上記所見、補記記載の平成24年度行政事業レ
ビュー「公開プロセス」のとりまとめ結果及び
行政刷新会議の「横断的な見直しの視点」（他
の手法での対応の検討）を踏まえ、長期優良住
宅等推進環境整備事業を廃止する。

差引き
備　考

執行可能額
Ｃのうち
反映額

反映内容

地価公示

公開プロセス結果の平成２５年度予算概算要求への反映状況
（単位：百万円）

事
業
番
号

事　　業　　名
平成２３年度
補正後予算額

平成２３年度 公開プロセス

都市防災関連事業

既存の河川管理施設の改良事業

道路事業（直轄・維持管理）

執行額 評価結果 とりまとめコメント（概要）

長期優良住宅等推進環境整備事
業
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平成２４年度 平成２５年度

当初予算額 要求額
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事
業
番
号
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平成２３年度 公開プロセス

執行額 評価結果 とりまとめコメント（概要）

0391 8,063 8,063 7,017 抜本的改善
関係者の役割分担を含む資金スキームの
あり方について、より効率的な事業執行
を図る観点から改めて検討すべき。

7,302 7,240 ▲62 ▲62 縮減

【平成２５年度概算要求への反映】
　今後、首都圏の発着枠数の拡大による航空旅
客の増加に伴う保安検査業務の拡大、及び国際
的に航空保安対策の強化が求められている状況
ではあるが、コスト削減を図ることにより航空
保安対策に係る経費が増加しないように努め
る。
　こうしたコスト削減に取り組むと同時に、よ
りコスト削減のインセンティブが働くように保
安料の水準を不断に検証する。
【資金スキームのあり方】
　公開プロセスで各委員からいただいた意見を
踏まえ、外部有識者を含む検討会を設け、国と
航空会社の役割分担を含む資金スキームのあり
方について検討する。

0483 178 178 131 廃止

観光分野の人材育成のために国が果たす
役割や目標を改めて検討した上で、具体
的な支援策のあり方について再検討すべ
き。

124 - ▲124 ▲124 廃止
公開プロセスの結果を踏まえ、「観光まちづく
り人材育成事業」については廃止し、平成２５
年度概算要求には計上しないこととする。

0501 1,000 1,209 1,170 一部改善

他機関との連携等による、効率的かつ効
果的な地震津波の観測、情報伝達の体制
を整備すべき。
契約の競争性向上を進めるべき。

681 777 96 ▲33 縮減

潮位データ総合処理装置の更新等による増額。
観測、情報伝達に活用可能な他機関の施設等に
ついて他機関に対する情報収集を強化するとと
もに、新たに他機関のデータの活用による緊急
地震速報、津波警報等の高度化について有識者
の意見を聴取することにより、効率的かつ効果
的な観測体制の整備を図る。
地震活動等総合監視システムの更新に当たり、
スケジュールを変更し（平成25年度予算要求を
見送り）、平成26年度予算要求に向けて、より
競争性の高い調達方式となるよう検討を行う。
多機能型地震観測中枢局装置の整備に当たり、
複数年度契約を行うことにより、コストの縮減
を図った。

▲150 ▲150 縮減

（需要予測、事業の優先順位の検証について）
・廃棄物埋立護岸における廃棄物受入計画（需
要予測）の精査、護岸の整備状況に対応した残
余確保年数の余裕度合の精査等を行い、事業の
優先順位付けを行い、概算要求へ反映した。

（適切な費用管理のあり方の検証について）
・港湾管理者における収益納付額の算定に必要
な収支の管理方法の実態を把握した上で、適切
な収支管理を確実に行うよう周知徹底すること
としている。

（地方自治体等の費用負担のあり方の検証につ
いて）
・一般廃棄物の捨て込みを行う場合の港湾管理
者と市町村の費用負担の考え方については、廃
棄物処理の費用負担のあり方、収益納付の仕組
み、他の補助制度との関係等について関係者と
の検討・調整を行い、費用負担の考え方につい
て検証を行った後、関係者に周知することとし
ている。

6,686 6,536 0352 港湾環境整備事業 3,181 4,028 4,004 

ハイジャック・テロ対策

観光まちづくり人材育成事業

地震津波対策

需要予測、事業の優先順位、適切な費用
管理のあり方を検証すべき。受益者負担
の観点から、地方自治体等の費用負担の
あり方を改めて検証すべき。

一部改善
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番
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執行額 評価結果 とりまとめコメント（概要）

242,533 266,257 262,066 243,443 248,565 5,122 ▲1,017 

※１．特別会計改革の実施等により経理区分が変更されることに伴い増加する経費については、予算編成過程において検討し、必要な措置を講ずることとされているため、要求額に含まない。

▲70 縮減

○調達の競争性に関する検討状況
仕様書について、新規参入を阻害する項目の有
無について事業者に対する聞き取りを実施し
た。これを踏まえ、平成２４年度中に下記の見
直し作業を行う。
①事業者の技術審査要件について、ＩＳＯ９０
０１（国際的な品質管理の規格）の取得によ
り、提出資料の大幅な削減を可能とする仕組み
を導入し、入札者の拡大を図る。
②汎用品の導入については、従来よりディスプ
レイ、通信機器、テレビカメラなどに汎用品を
導入しているところであり、今後、外国製品を
含め技術適合性調査を行い、さらなる汎用品の
導入による競争性の拡大を図る。

○光波標識の必要性の検証に関する検討状況
今般の公開プロセスの結果を受け、平成25年度
中に全ての光波標識の利用状況調査を行うこと
とする。加えて、通航船舶のＧＰＳ等の航海計
器の利用実態、光波標識の配置の適否について
検討することにより、光波標識の適正数を把握
することとする。
平成２５年度において、通航船舶の減少、通航
実態の変化等により必要性が低下した光波標識
について、利用者との個別の合意を得たものを
廃止する。

○平成２５年度要求におけるコスト縮減額
０．７億円
本額は調達の競争性を高めた結果縮減するもの
である。なお、平成２５年度における光波標識
の廃止により、平成２６年度以降においても、
廃止による建て替え経費の節減が見込まれる。

3,521 3,322 ▲199 0534 航路標識整備事業 3,972 4,789 4,218 抜本的改善
調達の競争性を高めるべき。技術革新も
踏まえ、光波標識の必要性を検証すべ
き。

合　　　　　計
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